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団体交渉始まる！

琉球大学で働かれるすべての職員の皆さん！

今年度の第1回目の団体交渉が、12月5日におこなわれました。交渉の席には、三者の代表者16名が出席し、役員会から労務担当理事と、総務部長、人事課長などが出席しました。

今回の交渉事項は、大学当局から申し入れのあった以下の３点と、三者連絡会から申し入れました3点の、合わせて６つの事項について交渉がなされました。

〔大学当局からの交渉申し入れ事項〕

1 大学教員の任期に関する規定の改正（農学部助教の任期制導入）

2 過半数代表者の選出に関する規則の一部改正

3 職員の労働時間等に関する規定の一部改正

〔三者からの交渉申し入れ事項〕

1 米軍機上空飛行に関する申し入れ

8月になされた新聞報道等によれば、3年前の沖縄国際大学構内への米軍ヘリ墜落事件のため、普天間基地の米軍機の飛行経路を変更する予定であることが明らかにされました。

　この新しい飛行経路には、琉球大学上空が含まれ、より一層の騒音被害が予想されました。その後、飛行経路が実際に変更されたかどうか確認できていませんが、以前よりも頻繁に米軍機が飛来し、騒音による授業・研究への被害が増えているように実感されます。

　また、墜落した同じ型のCH53D大型輸送ヘリコプターが普天間基地に再配備される予定であるという報道も先月なされました。不十分な事故調査結果からも危惧されるように、墜落ヘリ同型機の配備によって、学内において墜落への不安と危険が一層高まることは必至であります。

　以上の懸念から、大学の教育と研究および教職員や学生の安全にとって大きな障害を無くすために、三者連絡会として次のことを申し入れます。

（１）　沖縄防衛局にたいして、今回の飛行経路変更の経緯と墜落ヘリ同型機の再配備について、琉球大学として説明を求めること。

（２）　その上で、改めて、琉球大学上空の米軍機による飛行を中止させ、同時に、墜落ヘリ同型機の再配備にたいして、これの中止を要請すること。

2 慰霊の日（6月23日）を休日とすることについて

沖縄県では、昭和27年以来戦没者追悼式を開催しています。その後昭和49年に慰霊の日を定める条例を公布し、６月23日を慰霊の日としています。この日沖縄では、沖縄県主催の「沖縄全戦没者追悼式」が摩文仁の平和公園で開かれるのをはじめ、平和の礎や各地の関係施設で戦没者を追悼し、平和を祈る行事が催されます。昭和52年の慰霊の日で、「人類最大の敵である一切の戦争を否定し、世界の恒久平和を訴える」内容の平和宣言が全世界へ向けて発せられてからは、毎年沖縄県知事によって平和宣言が発表されています。この日は、沖縄全体が平和の祈りにつつまれます。

沖縄県内の全ての小・中・高校は、この日を休日にしており、大学も休校にしています。本学は国立大学として、沖縄県の条例が適用されない状況にあったため、この日を休日として扱ってきませんでした。現在は、授業が休講になっていますが、教員と事務職員は休日になっていません。

県民がこぞって世界の恒久平和を祈るこの日を休日とすることで、地域に根ざし、地域と共に考え行動する本学の精神が体現される機会ともなるでしょう。法人化されて大学の自由裁量の幅が広がっています。学長のご英断で琉球大学も県内の学校・大学と歩調を合わせて慰霊の日を休日とし、平和を創造するさまざまな活動に取り組んでいけるように措置して下さるよう申し入れます。

3 人事院勧告に対する大学の考え方について

今年度、人事院より出された「公務員給与改定の勧告」[給与勧告のポイント：（1）民間給与との較差を埋めるため、初任給を中心に若年層に配慮した俸給月額の引上げ、子等に係る扶養手当の引上げ、19年度の地域手当支給割合のさかのぼり改定。（2）期末・勤勉手当〔ボーナス〕の引上げ〔0.05月分〕。（3）給与構造改革の一環としての専門スタッフ職俸給表の新設。等を受け、大学としてこれをどのように考え対応するのか。また、予算措置の必要が生じた場合にどのように対応するのかを明らかにするよう申し入れます。

団体交渉では、以上の交渉事項について、それぞれ申し入れ理由が説明された後、質疑応答がなされました。いずれも、合意できない問題や保留された問題を残す結果となりましたが、その過程において明らかになった点について、報告いたします。

(1) 農学部助教への任期制導入の問題

昨年来、農学部で新採用する助教に任期制を適用することが提案されてきました。今回の交渉では、新たな助教任期制の導入が、なぜ農学部における教育研究等の活性化の推進と教育研究組織の充実に繋がるのか？その具体的な証左について質しましたが、これに対して十分納得のいく応えはありませんでした。

また、任期制導入がなぜ助教なのか？という問題に対しても、「若手教員の流動性が向上し，優れた人材を確保することが可能」となるとの説明で、「流動性」に関連して全国の農学部関連で具体的にどの程度任期制がおこなわれているのか？その検証を踏まえて議論がされたのか？を質しましたが、これについても十分な説明はなされませんでした。

そもそも、なぜ任期制が教育研究組織の充実に資するのかといった重要な問題についても、「再任審査」を意識することで教育研究等の能力を高めるための努力を怠らないことが活性化に繋がり、その具体的な成果は「やってみなければ分からない」任期制の導入について、合意できるものではありませんでした。

(2) 過半数代表者の選出に関する規則改正の問題

過半数代表者の選出の問題については３つの事項があります。1つ目は「過半数代表者の任期について」で、過半数代表者に1年の任期を付すというもので、2つ目は「過半数代表者の選出選挙について」で、立候補者が1名の場合の投票は、不信任の場合のみ「不信任」と意思表示をするというものです。そして3つ目は「選挙資格者について」で、これは投票日までに退職した職員は、選挙資格がないものとするというものです。

以上３つの事項に対し、3つ目の「選挙資格者」については、これまで「選挙告示日に勤務する職員」となっており、これによると投票日までに退職した職員も選挙資格を有することになるため、これを改め、「投票日までに退職した職員は、選挙資格がないものとする」ことで合意いたしました。

そして1つ目と2つ目については、これまでに選出の負担軽減を考え、出来る限り年に1回の選出を大学当局との間で確認してきたこと、また選出選挙を2度しかおこなっていない段階での変更は、時期尚早である旨を伝え、これについては合意できませんでした。

(3) 職員の労働時間等の改正の問題

「学生サービスのため、窓口業務を延長する必要がある」という理由から、具体的には午前10時30分～午後7時15分と午後0時30分～午後9時15分の勤務区分を設け、夜間主コースの授業、または学生サービス窓口等に関連する業務に従事する職員を対象とした労働時間が提案されました。

これについて三者連絡会は、現在も学生サービスという観点から、職員の判断によって十分対応している状況説明をおこない、それによって既に休憩時間の確保が危ぶまれるような労働環境にあることを把握した上での提案であるのかどうかを質しました。これに対して「学生サービスの向上」に向け、先ずできることから始めたいとの説明があり、再度現状理解に努め、その上で再度検討することとなり、合意することはできませんでした。
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(4) 人事院勧告に対する大学の考え方

　三者では、これまで給与改定の交渉において、人事院による給与勧告の遵守を理由として、給与引き下げを一方的に決めてきた経緯を踏まえ、大学当局として人事院勧告をどのように考えているのかについて問い質しました。

これに対し大学当局は、これまで通り原則として「国と同じ方向」で考え、人事院勧告遵守でいくとのことでした。よって、将来的にはともかく、今年度も、人事院から出された給与勧告にしたがって予算措置をおこない、その支払いを準備する旨の発言がされました。
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